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	区分
	工場
	試験研究施設
	情報処理関連施設

	地域
	県          下          全          域

	要

件
	◎土地を除く投下固定資産額1億円以上

◎新規常用雇用者数10人以上
※新規常用雇用者数は、交付申請時に10人以上在職し、かつ交付申請前6ヶ月の毎月末における在職者の平均が10人以上であること
※新規常用雇用者とは、
①雇用保険が掛けられており

②1週間の労働時間が30時間以上

③県内で住民登録している者をいう


	【ソフトウェアハウス、データセンターなど】

◎新規常用雇用者数10人以上
　ただし、県内の高等学校、大学等の卒業者が5人以上であれば助成対象
【コールセンター】

◎新規常用雇用者数50人以上

　ただし、過疎・離島振興地域は25人以上
※新規常用雇用者数は、交付申請時に各要件人数在職しており、かつ交付申請時前6ヶ月の毎月末における在職者の平均が各要件人数であること

	助成率等
	【投資に対する助成】

◎投下固定資産額の10％
(県有地については土地代を含む)
特定分野

①ｴﾈﾙｷﾞｰ
②ﾛﾎﾞｯﾄ･航空･宇宙

③食品･ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ
の各関連分野の製造業
◎投下固定資産額の15％
(県有地については土地代を含む)
	【投資に対する助成】

◎投下固定資産額の15％
(県有地については土地代を含む)
	【ソフトウェアハウス、データセンターなど】

◎土地を除く投下固定資産額の10％（初年度のみ）
◎事務所賃借料の50％（3年間）

◎通信機器賃借料の50％（初年度のみ）
※事務所賃借料、通信機器賃借料についてはそれぞ
れ年1,000万円(新規常用雇用者が10人以上の場合

は2,000万円)を限度とする。
◎11人目以降の新規常用雇用者数×50万円（初年度のみ）
【コールセンター】

◎土地を除く投下固定資産額の10％

（3年間、ただし2年目以降は純増分のみ）

◎求人に要する経費の10％（3年間）

◎事務所賃借料、通信回線使用料の50％（3年間）

◎通信機器賃借料の初年度分の50％（初年度のみ）

※求人に要する経費、事務所賃借料、通信回線使用
料、通信機器賃借料についてはそれぞれ年2,000万
円を限度とする。

◎新規常用雇用者数×30万円

（3年間、ただし2年目以降は純増分のみ）

◎新規短時間労働者数×15万円
（3年間、ただし2年目以降は純増分のみ）
※県内移転の場合は、業務を廃止する情報処理関連施設の情報処理端末機器を有する座席数より、新たに設置する情報処理関連施設の同座席数が増加すること
　 増加した座席数

　　　　　　新たに設置した情報処理関連施設の座席数

	
	【雇用に対する助成】

◎11人目以降の新規常用雇用者数×50万円

◎51人目以降の新規常用雇用者数×100万円
	

	
	※助成対象となる投下固定資産は、工事着手後であって業務開始の日前3年間に取得したもの（県有地については、工事着手の日前3年間に取得した土地代を含む）

※県内移転の場合は、業務を廃止する工場等の生産施設面積等より、新たに設置する工場等の生産施設面積等が増加すること
　 増加した生産施設面積

新たに設置した工場等の延べ床面積
	

	限度額
	5億円（情報処理関連施設は3年間で5億円）

	
	
	



環境保全ヒアリング





交付要件確認、現地調査





助成金交付の手続き
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交付申請
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×投下固定資産額×助成率
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